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大学全入時代に突入して、地方大学の入学者確保が
ますます困難になっています。定員を確保できない状
況が続いて、経営が成り立たない大学が現実に出てき
ています。もとより大学という世界に身を置く者とし
て、各大学が真剣に学生確保に取り組んでいることは
痛いほど理解できます。しかし、外部の一般人の目に
どう映っているかと考えると、いささか心許ない気が
します。はっきり言って、綺麗事の改革が並んでいて、
これはと言う特色が見えてこないのです。どの大学で
も「国際化」「情報化」「特色あるカリキュラム」「少
人数教育」「就職第一」と、似たような取り組みが紹
介されます。これでは、従来の大学間の序列をひっく
り返して、地方の小規模校が入学者を回復することな
ど容易ではありません。
世間が注目する思い切った発想、取り組みが必要で
すが、立派なことを考えようと思うと難しい。しかし、
他大学が好まない、場合によっては嫌うような施策を
狙えば、きっといろいろな案が出てくるのではないで
しょうか。他産業の例ですが24時間365日営業のコン
ビニ、危険を伴う警備会社、不自由な人相手の社会福
祉事業には特別な技術革新はありませんが、人のやり
たがらない隙間を狙った業種として急成長しています。
いくつか提案したいと思います。
１．営業のプロを育てる唯一・最高の大学
各大学とも、入り口（入学者）の確保には、まず出
口（就職）が大事とばかりに就職指導に力を入れてい
ます。折からの景気の回復を追い風に、求人数は増加
しておりますが、期待したほど内定率は上がっていな
いというのが実状ではないでしょうか。これには、巷
間で言われているように、企業は求人数を増やしたが、
厳選採用に徹してなかなか決めてくれない、一方、学
生側にも、特に職種にこだわる者がいて、その内定が
遅れているという事情があります。
本学に来ている新潟県内企業からの求人件数約400
社のうち５割が営業職を求めており、他の職種を圧倒
しています。加えて似たような職種として、大手スー
パー等の販売職がかなりあります。文系の募集では、
応募者の大学を指定する企業はほとんどありませんか
ら、他の大学でも同じ状況と言うことでしょう。とこ
ろが、どうしても営業、販売職は嫌だと言う学生があ
る程度いるのです。企業サイドが求めている職種と学
生が求める職種にミスマッチがあるのです。
製造部門は外注化、国外生産することもできます。
事務作業はコンピュータ化、アウトソーシング、派遣
社員で賄う企業も多くなりました。しかし、世の中に
営業職のない企業は、特殊な例を除けばまずありませ
ん。下請け企業や小さい企業では社長自らが営業をし
ています。いくら素晴らしい製品やサービスを開発し
ても、それを売り込んでくれる営業マン（ウーマンも
含むと読み替えてください）がいなければ収益をあげ
られません。営業こそ収益の源泉と言っても過言では
ありません。
企業のトップ、役員には営業経験者が最も多いでし
ょう。高度成長の時代には、労務対策に強い社員、バ
ブルの頃は財務畑の社員がもてはやされたこともあり
ます。しかし、いつの時代にも強いのは、技術者と営
業マンです。これもまた当然のことです。良い製品あ
るいはサービスを作り、生み出すこと、その製品ある
いはサービスを売り込むことは企業の最優先の仕事で
あり、それを担当する者が出世するのは当然です。
これだけ重要な役割で、昇進に有利な営業職ですが、
必ずしも学生に人気のある職種ではないようです。営
業と言っても、大企業でブランド力の高い商品、サー
ビスを売り込むのは比較的楽でしょう。売る方が威張
っているかも知れません。しかし、知名度のない中小
企業の製品、サービスを売るのは苦労します。うさん
くさい目で蔑まれるかも知れません。自分が好きでな
くても、相手に合わせて話題を選ばなければならない。
休日に接待ゴルフもしなければならない。お客に無理
難題を押しつけられることもあるでしょう。飛び込み
営業もしなければならないでしょう。かくて営業職、
特に中小企業の営業職にマイナスのイメージが付きま
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といがちです。歴史的に「士農工商」という商業を最
下位に置く日本人の職業意識が営業を嫌い、不得手に
しているという人もいます。まして、農業県である新
潟県出身者には苦手な分野かも知れません。
ここで敢えて私は、本学が営業のプロを育てる唯
一・最高の大学として実践的な営業マン養成コース、
さらには全学生に営業についての教育を行うことを提
案します。これこそ長岡大学の基本理念「ビジネスを
発展させる能力と人間力を鍛える大学」の前段を具現
する教育です。
そこでは、第一に、営業・セールスのマイナスのイ
メージを払拭し、その重要性、意義を認識させなけれ
ばなりません。
セールスは社交的で、人付き合いのうまい人だけが
する仕事ではなく、基本さえ押さえていれば、自分の
個性が生かせて、誰もがやりがいを感じられる仕事で
ある。
セールスは自分の都合で売らねばならない肩身の狭
い仕事ではなく、お客の困っていること、問題解決を
図ることで役に立てる誇りの持てる仕事である。
その上で、営業の技法、マナー、提案プレゼンテー
ション、マーケティング等の実践的訓練を行う必要が
あります。
このような教育訓練を受け、営業力を付ければ、就
職は万全です。余るほどある営業職求人先に自分を売
り込むのが最初の営業活動です。売り込めなかったら
卒業資格はありません。
２．学友会、部活、自主活動、アルバイトに単位を
就職選考の際に、企業が学生に求める能力として
「コミュニケーション能力」が最上位に挙げられます。
企業内でも、対外的にもコミュニケーションなしで成
り立つ仕事はありません。そのため学友会、部活、ア
ルバイトで訓練された学生が歓迎されるのです。
ところが学生の中には、まったく周囲との交流がな
く、何を聞いても反応のない者が少なからずいます。
これではどうして自己ＰＲや志望動機が的確に伝えら
れるでしょう。
こういった学生にはデベートの訓練以前に、まず団
体活動に参加させ、他者との関わりの中でコミュニケー
ションの重要性、必要性を体得させる必要があります。
学友会、部活あるいは自主活動を授業として指導し、
単位を認定しましょう。実習科目として毎週１限、通
年２単位で４年間合計８単位取れるようにする。複数
の学生の参加を条件に広範な活動を対象にしましょう。
アルバイトを一定の要件に基づき、また報告書の提
出を義務づけて、インターンシップとして単位認定し
ましょう。目的をもってアルバイトをすれば学ぶとこ
ろはたくさんあります。
これは基本理念の後段「人間力を鍛える大学」を具
現する教育です。
３．施設の活用と卒業生の品質保証
いずれの大学でも施設はかなり余裕を持って作られ
ています。従って普段でも空き教室があり、さらに夏
休み、冬休み、春休みと言った長期休業期間中には、
教室はほとんど利用されません。一方、製造業あるい
は最近ではスーパーストアなどでは、夜間も施設を活
用しています。償却費の負担の重い設備を抱えた企業
では特に稼働率のアップが重要です。
大学でも大規模施設の有効活用を検討する必要があ
ります。
ある専門学校では、医療事務の資格試験対策講座を
運営していたが、大手の専門学校が進出してきたら、
受講生が激減し存亡の危機に瀕した。悩んだ末、教室
はがらがらなのだから、資格試験に合格しなかった修
了生には、無料で何度でも受講してよい、資格を取る
まで面倒を見ますと宣伝したところ生徒数（有料の）
が回復したそうです。
大学でも卒業生の品質保証をするために、例えば、
コンピュータや英語の能力が不足して困っている卒業
生には、いつでも大学の該当授業を無料で受講し、施
設を利用することも認めてもいいのではないでしょうか。
地域にない資格試験の講座が多数あります。首都圏
の学校と提携し、本学学生に限らず広く受講生を募集
して、夜間に本学教室で開講してはいかがでしょう。
公務員講座や資格取得講座を引き受けてもらっても良
いでしょう。
企業等では、担当者に経営管理、マーケティング、
原価管理、税務会計等を学ばせるためにわざわざ東京
に派遣しますが、長期休業期間中に本学教室で本学ス
タッフが集中講義できないでしょうか。
高校生あるいは市民向け公開講座を、長期休業期間
中に集中して開講できないでしょうか。
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４．学費は下がらないか
最後は学費の問題です。品質で差別化できなければ
価格で勝負するしかないのが経済の原則でしょう。
1998年版の本誌で、学費の価格弾力性の問題について
取り上げました。学費の高低は、入学者の増減につな
がらないと言うのが多くの人の見方だと思われるので
すが、私は、学費が高額品で値段の増減の影響を受け
やすい点及び大学が多くなって代替がきく商品である
ところから、どちらかと言えば価格弾力性が高い、つ
まり、学費を下げることによって需要を増加すること
ができるという考えです。
参入規制の厳しい業界ですから、競争原理は働きに
くいとは言え、このデフレの時代に学費の高止まりは
合点がいきません。年間の納付金では、大学と専門学
校で大差ないと思われますが、方や２年間、方や４年
間では総額で倍の開きがあり保護者の負担感には相当
の違いがあるのではないかと思われます。
学費の値下げは検討すべき課題だと思われますが、
値下げがまずければ、あまねく行き渡る奨学金あるい
は家計の収入金額が2,000万円以下の入学者には、入学
金の免除等という方法もあります。いずれにしても初
年度納入金を100万円未満にしなければインパクトは
ありません。
〈最後に〉
1998年版の本誌では、学費の価格弾力性は認めつつ、
最後の結論は学費の値下げではなく「差別化」の提案
でした。大学を取り巻く環境はさらに厳しくなってい
ます。差別化を真剣に議論するとともに、学費も聖域
でないことを認識すべき時期に来ていると思います。
余談ですが、営業職を養成する大学、学校をインタ
ーネットで検索したのですが、全く見つかりませんで
した。代わりに「原案帳」なるホームページの掲示板
に、ちょっと寂しい書き込みがありました。もう少し
積極的な援護射撃が欲しかったのですが見あたりませ
んので、これを引用して筆を置きたいと思います。
「2001．10．26－６・恨み言。
あ～あ、なんで大学で「法律」なんかに行っ
ちゃったんだろ。
そりゃ、日常生活ぐらいでは役に立つけれど、
それを飯の種にして生きていけるようなこと、
何にも身についてないもん。
こんなこと書いたら、亡き恩師に申し訳ない
のだろうか。
先生には、飯の種にならなくても、法律にま
つわる「ものの見方、考え方」が、生きていく
糧になる、ということを教わった、という点で
はとても感謝している。
きっと、他の先生に学んでも、(その先生がも
しもそのことについて深い造詣を持っていたと
しても)私はそのことに気づかなかったに違いない。
でも、残念ながら、「法律」では食っていけな
い…こんなことだから、大学の「専門」がバカ
にされるのよ。
出身学部だの専攻だの、肩書きのお飾りでし
かない人が多いでしょ？
少なくとも、一般企業のサラリーマンの大半は。
大学での専門を生かして仕事している人、ど
のくらいいるのかしら？
けっきょく大半のサラリーマンが「営業」に
まわされるのだったら、「営業学部」とか「営業
専門学校」とか、作っちゃえばいいのに。
　きっと、流行るよ。」
（下線は筆者）
